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凡例
1　災害対策法令一覧表の各法令には配列の順番を示す番号をつけ，題目のあとに発布年月日と法令番号を括弧に
入れて示した。発布年月日に干支が付記されている明治 5 年までは太陰暦の日付であり，この部分については
ポイントを落として別括弧のなかに発布年月日の太陽暦表示を入れた。尚慶応から明治への改元は 1868年 10月
23日（明治元年 9 月 8 日）であるが，1868年の法令の発布年月日は改元以前の分も含めてすべて〈明治元戊
辰年○月○日〉と表記した（これは『法令全書』の目録の記載に従ったものである）。これにともない注解の地
の文においても，改元以前の日付の記載についてそれを慶応 4 年○月○日とはせず，明治元年の表記を用いて
いる。
2　法令の題目にはゴチック体を用いた。
3　法令の題目あとの日付はアラビア数字で表記した。ただし法令の本文を始め，題目あとの日付以外のものについ
ては漢数字のままとした。注解の引用文中の漢数字については，文脈によりアラビア数字に直したところがある。
4　法令の収録に際しては，横書きにしたことを除いて，できるかぎり原本の形式を残すように努めた。しかし，若
干の加工を施したところもある。たとえば，見やすくするためにポイントを上げたり，ゴチック体を用いたりし
たところがある。
5　法令の原文で割注など小さい活字が用いてあるものについては，原則として，ポイントを落とした。また，原文
において小さい活字の並列表記になっているところは，それを表わすために／を用いた。
6　複数の注解をもつ項目については，そのひとつひとつに見出しを付け，注解全体の構成を示すために見出しの一
覧を注解本文の前に置いた。
7　注解や注における諸資料からの引用文中［　］内は筆者による補記である。
8　注解および注のなかでまとまった分量の文章を引用する際，その部分を括弧に入れた場合もあるが，通例引用箇
所を 1 字ないし 2 字分空白にしてこれを示した。
9　注記文献の書誌については，初出箇所に完全なものを載せ，以後は適宜略記した。
10　外国人の人名のあとのアルファベット表記は，初出箇所にのみ付した。
11　漢字の字体表記は新字体を基本とした。欠画は通常表記に，俗字，同字は正字に直してある（ただし固有名詞に
おいて一部例外がある）。仮名についても，変体仮名は平仮名に，合字は通常表記に直した。
12　下線および傍点は，とくに注意書きがない限り，筆者による。
13　凡例に書き切れない指示・説明は当該箇所に注記した。
14　注に記した文献のほかに，以下のものを適宜参照した。『政治学事典』（平凡社，1954年 5 月），日本史籍協会（編）
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『百官履歴 一』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1927年 10月），日本史籍協会（編）『百
官履歴　二』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1928年 2 月），内閣記録局（編）『明治
職官沿革表 職官部』（国書刊行会，1974年 5 月，複製版，原版の刊行は 1886年），内閣記録局（編）『明治職官
沿革表 官廨部』（国書刊行会，1974年 6 月，複製版，原版の刊行は 1886年），国史大辞典編集委員会（編）『国
史大辞典』（全 15巻）（吉川弘文館，1979年 3 月－ 1997年 4 月），日本歴史学会（編）『明治維新人名辞典』（吉
川弘文館，1981年 9 月），大久保利謙（監修）『明治大正日本国勢沿革資料総覧』（全 4 巻）（柏書房，1983年
10月），岩波書店編集部（編）『近代日本総合年表』（第二版）（岩波書店，1984年 5 月），木村礎・藤野保・村
上直（編）『藩史大事典』（全 8 巻）（雄山閣出版，1988年 7 月－ 1990年 6 月），『日本史大事典』（全 7 巻）（平
凡社，1992年 11月－ 1994年 5 月）。
災害対策法令一覧表（発布順）
※本資料は，1868年から 1885年までの期間について，『法令全書』から災害対策に関係する法令（以下，災害対策法令）
をすべて抜き出し，法令の発布順に配列して注解を付したものである。本資料を編むことを通じて筆者は，明治前
期における災害対策法令の網羅的な把握をなすことを意図している。本資料の体裁ほか詳しくは，「明治前期の災
害対策法令」（南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号，2015年 6月）の「まえがき」を参照のこと。
「明治前期の災害対策法令」（その 1）から（その 4）まで（1868年分 34件，1869年 8月までの分 25件を収録）は，
南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号から第 13号（2015年 6月～ 2017年 1月）に掲載されている。
それを大幅に改稿し，さらに 1869年 9月から 1870年 12月までの災害対策法令 52件を加えたものが，井上洋『明
治前期の災害対策法令 第 1巻（1868―1870）』（論創社，2018年 3月）である。1870年 12月より前の災害対策法令
についてはこちらを参看されたい。また「明治前期の災害対策法令（第 2輯）」（1871年 1月以降の災害対策法令
を集めたもの）は，南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 14号（2017年 6月刊）以下に連載されている。
※配列は基本的に発布年月日順である。発布日の記載がなく，月にとどまるものは，その月の晦日の次に配列した（た
だし番号により前後が確定できる場合には番号のならびによった）。
※『法令全書』においては独立した別々の法令として掲載されているものでも，一連の関連した法令として表示した
方が便宜な場合は，1つの番号の下にまとめ，a，b，cとアルファベットを振った。
※発布年月日の太陽暦表示のあとに付された頁数は『法令全書』の所載箇所を示す。
※以下の一覧表は今回掲載分のものである。尚，今回掲載分より，注は各項末にまとめた。
【1871 年】（明治 3年 11月 11日から明治 4年 11月 20日まで）
16.  「官林規則ヲ設ク」（明治 4辛未年 7月，民部省第 22）（承前）（8月［24日］）（481―482頁）【災
害予防】
【注解】
16.「官林規則ヲ設ク」（明治 4辛未年 7月，民部省第 22）（承前）
【注解 1】官林規則の内容（前号）
【注解 2】災害対策の側面から見た官林規則（本号）
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【注解 3】官林規則の制定と地理正杉浦譲
【注解 4】地理司における組織規程の整備 1：地理正兼制度取調御用掛杉浦譲起草の組織規程案
【注解 5】地理司における組織規程の整備 2：「地理司職員令事務章程」（明治 3年 10月日闕）（以下次号）
【注解 6】地理司における組織規程の整備 3：小括
【注解 2】上に示したように，官林規則は官林の保全を基本に置くものであった。これを災害対策
の側面から位置づけるならば，官林規則は山林がもつ災害予防（抑止）機能を維持し，強化せんと
する方針を提示したものと捉えることができる。山林（森林）がもつ災害予防の機能については，
戦後科学技術庁資源調査会が報告書『将来の資源問題』のなかで次のように述べている。すなわち，
「森林は，地面被覆物による地表流下量の減少および林地土壌形成による滲透能，透水能の増加等
の直接的ないしは間接的な作用によって，豪雨時，融雪時における洪水流量を緩和し，また，平水
時もしくは渇水時においてもその流量を多く維持する機能を有する」，と※6。官林規則は第 6条で
とくに水源林の保全を強調しているが，これは水源地帯の森林被覆を維持することで豪雨時の洪水
流量を緩和し，また山地からの流出土砂を抑制せんとするものである。総じて官林規則は山林のも
つ災害予防（抑止）機能を最大限に活用しようとしたものであると捉えることができる※7 ※8。
　官林の保全，培養を基調に置いた官林規則※9は，しかし，わずか 1年足らずで消滅してしまった。
「伐木ヲ留ル官林総テ入札ヲ以テ払下規則ヲ定ム」（明治 5壬申年 6月 15日，大蔵省第 76号）によ
り政府（大蔵省）が官林払い下げ政策に乗り出したためである。けれどもこの払い下げ政策（大蔵省）
に対しては工部省や海軍省などから批判が出，翌明治 6年の 7月 20日，官林および荒蕪地の払い
下げは一転して停止された※10。この時期，政府の官林政策はかくの如く大きく揺れ動いたのである。
【注解 3】官林規則制定の中心にあったのは，杉浦譲※11である。杉浦は，当時，地理正として民部
省地理司の長の位置にあった。林業経済史家の成田雅美は，その論文「廃藩置県後の官林伐木規制」
の中で，官林規則がなぜこの時期にこのような内容で制定されたのかを，制定の中心人物杉浦譲に
注目して次のように論じている※12。すなわち，杉浦が出仕した民部＝大蔵省改正掛は「産業近代
化のための基礎的諸改革」を議論し，それに関する政策の立案に当たったが，杉浦はその改正掛の
一員として，また富岡製糸場を主管する民部省の一員として，明治 3年 10月より富岡製糸場の建
設に携わった（建築委員）。杉浦は明治 3年 10月から 11月にかけて製糸場の建設準備のために現
地調査に出かけた。富岡製糸場の建設にあたって民部省は，建築用材を製糸場近くに所在する「御
林」から調達する方針であった。しかし，当初予定した甘楽郡内の「御林」には小木が多く，結局
製糸場の建築には，妙義山境内の立木や吾妻郡諸村の官林からの出材を必要とした。つまり木材の
調達は容易ではなかったのである。この富岡製糸場建築用材の調達問題が杉浦に官林の重要性を認
識させることになった※13。そしてそれが山林掛の設置（明治 4年 4月），官林の伐木を厳しく規制
する内容の官林規則の制定（7月）につながった※14，と。
　成田雅美のこの整理を前提に考えると，官林規則の伐木規制（官林の保全）は，豪雨時の洪水流
量の緩和や流出土砂の扞止（災害対策）の観点からというよりも，殖産興業用の木材供給の安定的
確保の視点から方針化されたものと理解される※15。官林規則は内容上，山林それ自体がもつ災害
抑止機能の維持と増進の効果を有するものであるが，それが第一義の目的ではなかったのである。
この点は留意されるべきであろう。官林規則は第 6条で水源林の保全を掲げているけれども，明治
6年 9月 20日の大蔵省達（「官林存置払下箇所共故障有無ヲ取調申立シム」）に見られるような山
林（森林）の災害抑止機能への明示的言及（「山
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」）がない。このわけもここから理解できるように思われる。
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【注解 4】地理正として官林規則制定の中心にあった杉浦譲は，「明治四辛未歳制度取調御用兼務中
　官省制置改正草稿　杉浦扣本」※16（以下，「杉浦扣本」と略記する）と題する文書を遺した。こ
の中には，杉浦が起草した地理司に関する 4つの（そして一揃いの）組織規程案（「地理司職制」，「地
理司職員令」，「地理司分課」，「地理司処務条例」）が収められている※17。一方，地理司については
明治 3年 10月（日闕）に，「地理司職員令」と「地理司事務章程」が定められている※18。これら
の組織規程案および組織規程類は，災害対策関係機関としての地理司における官僚制の形成の分析
という観点からも，また地理司における災害対策に関する事務それ自体の処理の実態の解明という
点からも，重要かつ興味深い資料である※19。地理司における官僚制の形成という観点からみるな
らば，まず，杉浦起草の組織規程案と実際に制定された組織規程それぞれの内容が明らかにされね
ばならない。そのうえでそれら相互の関係の解明が問題となろう。また災害対策の観点を入れて上
掲の資料を読むときには，山林事務その他を所管する地理司において災害対策に関係する事務には
具体的に何と何があり，そしてそれらがどのように処理されていたのか，これを明らかにすること
が重要である。そこで以下では，「杉浦扣本」に収録されている 4つの組織規程案と明治 3年 10月
に実際に制定された「地理司職員令」および「地理司事務章程」をひとつずつ取り上げ，相互の関
連に注意しながら綿密な分析を試みたい。そのなかで杉浦起草の組織規程案と実際に制定された組
織規程それぞれの内容とそれら相互の関係，および地理司における災害対策事務の取り扱いの実相
が明らかにされるであろう。
2．まず杉浦起草の地理司の組織規程案を，「地理司職制」，「地理司職員令」，「地理司分課」，「地理
司処務条例」の順で紹介，検討する※20。
　はじめに「杉浦扣本」から「地理司職制」を紹介する※21 ※22。以下が「地理司職制」の全文である。
　　地理司職制
第 一章　此司ハ民部省ノ所轄ニシテ全国地理戸籍人員地方石高社寺物産調ノ事ヲ掌管ス，其事
務ヲ執行処分スルハ都テ本省ノ決裁ニ従フヲ則トス
第 二章　全国ノ経緯山川江湖海岸島嶼ノ位置ヲ詳ニシ，府藩県管轄地ノ経界州郡村市制置ヲ審
ニシ，周囲広袤ヲ測リ四方寒温ヲ験シ面積ヲ精算シ，実測図籍ヲ制スルハ測量掛ノ掌ル事ト
ス
第 三章　従前ノ地図ニ釐正ヲ加ヘ精細ナラシメ披閲ニ便ニシ，海岸島嶼ノ測量等実測図ニ照考
シテ校正シ以テ現場ノ用ニ供シ，諸官省要用アル時ハ此ヲ摹写シテ与ヘ及山川江湖海湾田畝
原野道路隄防或ハ変換シ，或ハ開墾ニヨリ府藩県ノ申牒アル時ハ都テ其図ヲ摸シ纂輯シテ検
案ニ備ヘ，全国一村毎ノ地図ヲ合輯編成シ山勢水利土地ノ肥瘠民ノ貧富田畝ノ多少荒蕪ノ有
無ヲ詳ニシ，地誌ヲ編集スルハ図籍掛ノ掌ル事トス
第 四章　全国戸数人口ヲ明覈ニシ及生死嫁娶脱籍復籍棄児ノ申牒ヲ受テ例ニ准シ其処分ヲ考案
シ決裁ノ上之ヲ簿冊ニ記シ，或ハ帰農ノ印章ヲ与ヘ又ハ府藩県人員東京出入ノ申牒ヲ受付シ，
及各地方ノ物産人民所持ノ田畑山林其他所有物ヲ精案シテ都テ之ヲ表出シ，国ノ均力ヲ算勘
スルハ戸籍掛ノ掌トル事トス
　　但歳末ニ至リ其表ヲ作リ太政官ヘ届クヘシ
第 五章　地方石高ヲ精算スルハ府藩県実際ノ現石ヲ信トシ，之ヲ天保ノ郷帳ニ照考シテ其差謬
違訛アルハ実地ニ検シ村落ノ合割名称ノ変易アル如キ其実ヲ推シ，新ニ明治ノ郷帳ヲ製シ新
田高入及開墾鍬下ノ年限潰地流田等ヲ案シ，及社寺領地ノ石高ヲ検査シ増損変易共歳表ヲ太
政官ヘ届クヘシ
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第 六章　府藩県ノ附削セシ土地ノ村別租税高及社寺領ノ物成六ヶ年平均ノ実数ヲ申告セシメ，
其数ヲ算シテ廩米ヲ以テ支給スルノ目途ヲ立ツヘシ
　　但此条処置結局セシ後ハ除クヘシ
第 七章　官林樹木ノ簿記ヲ詳ニシ凡土木ノ事アッテ照会アル時ハ，其工作ニ応シ其用度ヲ検査
シテ之ニ支給シ其数ヲ記スヘシ
第 八章　各開港場外国人居留地ノ章程及地坪ノ広狭ヲ審ニスル等其管轄ヨリ詳細ノ申告ヲ取リ
司中ノ簿記ニ記シ，其規律ヲ更メ其位置ヲ易ル如キハ可否ヲ此司ニ議セシムヘシ
第 九章　水利ヲ開キ溝渠ヲ鑿チ及造営興作其他変革アルニ由リ，地理ニ関係スルハ此司ト合議
スルヲ則トス
第十章　土地ノ附削或ハ土地代地ノ事アル時ハ此司ニ検案セシム
第 十一章　港津ヲ開塞シ郡県村里ヲ分合シ，郷村道路ノ位置ヲ変スル等ハ此司ニ下議スル事ト
ス
第 十二章　右各款此司ノ任スル事務ニテ其処分スルハ審考シテ法案ヲ造リ決ヲ本省ニ取ルヘ
シ，然シテ事ノ大蔵省ニ関係スルハ回議シテ決スルコト有ルヘシ
第 十三章　此司ハ事務ノ体ニシテ設為ノ用ヲ有セスト雖トモ検査照合スルノ任アリ，故ニ前条
ニ掲ル件々皆此司ノ審案ヲ経スシテ其事ヲ処置シ又ハ其条規ヲ立ルヲ得ス
第 十四章　凡ソ司中ノ事務之ヲ処分スルニ当リ事本省ト両議アリテ若本省ノ議其当ヲ得サルト
セハ正権正，卿輔ト共ニ太政官ニ抵リ決ヲ取ルヲ得ヘシ，若正権正大佑以下ト両議アレハ決
ヲ本省ニ取ルヲ得ヘシ
第 十五章　司中ノ官員本官ヲ以テ他方ニ出張シ又ハ他ノ職務ヲ兼任スル時ハ，其奉命ノ次第ニ
ヨリ権任ノ制限アルヘシ
第 十六章　凡事務ノ成規アルハ其例ニ照準シ，未タ法則定ラサルハ協議シテ法案ヲ造リ省議ニ
附スヘシ
第 十七章　各課其事務ニ担当シ其顛末ヲ脩理シ回冊稽延セハ督促スヘシ，其条理ヲ了シ各事務
分課類別シテ編集シ点検閲覧ニ易カラシムヘシ
第 十八章　府藩県ヘ指令布告シ諸官省ヘ照会通達スルハ本省ノ権ナリ，各司ニ回議諮問スルハ
此司ヨリ直達スヘシ
第十九章　事務及申牒面質セサルヲ得サルハ府藩県官員ヲ招キ其事情ヲ尋究スルコトアルヘシ
第二十章　測量掛処務ノ章程学科ノ規則ハ別ニ立ル所ニシテ此ニ記載セス
第 二十一章　北海道ノ処置ハ開拓使ノ委任スル所ナレハ追テ其規律ヲ定ムヘシト雖トモ，戸籍
人員及開拓ノ多衆等申告セシメ漸ク検査シ統理ノ緒ヲ正スヘシ
第二十二章　樺太幷小笠原島ノ如キ地理形状ヲ審ニシ我版図タルノ証ヲ備ルハ此司ノ任タリ
右地理司ノ職制本省ノ決裁ニ由テ確定スル所ナリ，若シ他日増減スヘカラサルヲ得サルノ事ア
ラハ更ニ審議シテ決ヲ本省ニ取リ之ヲ更革スヘシ，但司中職員処務，制限ハ職員令及ヒ処務条
例ニ照準シテ各其事ニ従フヘシ
　　庚午十月※23　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地理司
2―2．続いて「地理司職制」の内容を逐条的に解説する。
　第 1章は前半と後半の二段からなり，前半はまず地理司の民部省所属を宣言し，次いで地理司の
掌管事務を定める（「全国地理戸籍人員地方石高社寺物産調ノ事ヲ掌管ス」）。後半は地理司の事務
の執行処分手続きに関するもので，地理司の事務を執行処分する際にはすべて本省の決裁に従うこ
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とが原則として明示されている。司の民部省所属を宣言したうえで司の掌管事務を定め，さらに司
の事務を執行処分する際には本省の決裁に従わなければならないとの原則を規定する「地理司職制」
第 1章は，同じ「杉浦扣本」中に収められている「駅逓司事務」の第 1章と同一の構成である※24。
また「地理司職制」第 1章の後半部分については，『杉浦譲全集 第三巻』に収録されている「民部
省職制」（明治 4年 7月）※25のなかの「庶務司職制」と「社寺司職制」にも対応する箇所がある。
すなわち「庶務司職制」第 3条と「社寺司職制」の第 2条である※26。「庶務司職制」第 3条（③）
と「社寺司職制」第 2条（②）は同文で，そこには「司中事務章程ニ拠テ之ヲ処置シ，決ヲ卿輔ニ
取テ後施行ス」と書かれている。これは，司中の事務については章程（「職制」や「処務条例」など）
に従って処分案を作成し，それを卿輔（本省）に上申してその決裁を得てから施行するものとする
という趣旨である。このようにして見ると，「地理司職制」第 1章も，「駅逓司事務」第 1章も，さ
らに「庶務司職制」第 3条（③），「社寺司職制」第 2条（②）も，司中事務を処分（施行）するに
は本省（卿輔）の決裁を取らなければならないという線で規定が統一されていることがわかる※27。
つまり明治 3年冬から 4年夏にかけての時期に杉浦譲が作成した民部省関係の 4司の組織規程のす
べてにおいて，司の事務の執行に対する本省の統制が規定され，決定／決裁機能は本省（卿輔）が
担い，司は執行機関として機能させるという本省－司関係（省の内部構造）がはっきりと描かれて
いるのである。
　第 2章では地理司中測量掛の職掌が定められている。それは国土の精細な測量とそれにもとづく
地図の作成などである。ところで第 2章には「府藩
﹅
県管轄地ノ経界（中略）ヲ審ニ［スル］」とい
う文言があって，ここから「地理司職制」は藩の存在を前提にして作られたことが確認できる（「地
理司職制」には明治 3年 10月という日付がある）。第 3章は図籍掛の職掌を規定する。それは，測
量結果（実測）にもとづく地図（旧図）の校正，諸官省の必要に応じて地図を複製（模写）し提供
すること，府藩県から地目の変更や開墾の申牒がなされた場合，それに添付された地図を模写纂輯
して検案に備えること，また地誌（全国一村ごとの地図を合輯，編成し，それに山勢・村勢を記載
したもの）の編集などである。第 4章は戸籍掛の職掌を定めたもので，それは全国の戸数および人
口の調査と把握，戸籍記載にかかわる申牒の処分の考案と決裁を取ったうえでのその処分内容の帳
簿への記入，さらに国勢の計算と表出などである※28。
　第 5章からは地理司それ自体の職務に関する規定が続く。第 5章は地理司の職務として，地方石
高の精算と郷帳（徴租台帳）の作成，社寺領地の石高の検査などを挙げる。第 6章は府藩県に附削
した土地の村別租税高および社寺領の年貢の 6か年の平均実数をそれぞれ申告させ，それらを廩
米（扶持米）支給とすることの見込みを立てること，これを地理司の職務とする定めである。第 7
章は照会に応じて官林の樹木を公共土木工事用材として提供すること，またその数の記録を地理司
に義務づける。第 8章は各開港場の外国人居留地の管理に関する事務の総轄，第 9章は土地の形状
の変更をともなう土木工事（たとえば用排水路の開鑿工事）や造営等に関して協議に与ること，第
10章は府藩県の土地の附削あるいは代替地の付与等の事案にかかる検案，第 11章は港津の開塞，
郡県村里の分合，郷村道路の位置の変更などに関する意見提出，これらを地理司の職務とする。こ
こまでが地理司および司中各掛の職掌職務に関する規定である。
　第 12章からは司中事務の処理手続きに関する規定となる（第 19章まで）※29。第 12章は地理司
が委任された事務を処理するに際しては，処分案（法案）を作成して本省の決を取るべきこと，ま
た事案が大蔵省に関係する場合には同省に回議して決定することを謳う。第 13章はこうである。
たとえば地理司は溝渠の開鑿事業を行なう権限は有していないけれども，これを施工するに際して
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は地理司の検査を通過する必要がある。このように地理司は前条までで規定されたさまざまな事案
に関する審案権をもつ。それゆえそれらの案件に関しては，地理司の検査照合を経ずして処置した
り，条規を立てたりしてはならないというのである。第 14章は司中事務の処分に関し，地理司側
と民部本省側との間にそれぞれ意見があって地理司側が本省の意見を不当と判断するときの事案の
決裁処理の手続きを規定する。それは地理正権正が民部卿輔とともに太政官に出て太政官の決裁を
仰ぐというものである※30。また同様の問題が地理司中で発生したときの処理手続きも定められて
いる。大佑以下の官員と地理正権正との間に事案処理をめぐって意見の衝突が生じた場合には決裁
を本省に仰ぐのである。第 15章は，司中の官員が司中の官職を本官としたまま命を受けて出張し
たり，他の職務を兼任したりする場合の，権任の制限に関する規定である。第 16章は司中事務の
処理手続きに関し規則がある場合にはそれに照らして処理し，規則が未定立であれば協議して法案
を作り省議にかけるべきことを定める※31。第 17章は司中各課における事務の処理手続きと，担当
事務の処理に関する記録の作成および編集管理に関する規定である※32。第 18章は府藩県への指令
布告の発出および諸官省への照会通達と，省中各司への回議諮問に関する規定，第 19章は事務お
よび申牒についての府藩県官員への尋究に関する規定である。
　第 20章は測量掛の庶務章程と学科の規則に関するものである。測量掛の庶務章程と学科の規則
はについてはこれを別に定めるとし，本職制には記載しないとする。第 21章は北海道関係の事務
の取り扱いについて規定する。さらに第 22章は，樺太ならびに小笠原諸島の地理形状を審らかに
する事務を地理司の職掌と定める。
　以上全 22章の条文のあとに「地理司職制」の確定と改正の手続きが記されている。確定の手続
きは「右地理司ノ職制本省ノ決裁ニ由テ確定スル所ナリ」というものであり，改正については「若
シ他日増減スヘカラサルヲ得サルノ事アラハ更ニ審議シテ決ヲ本省ニ取リ之ヲ更革スヘシ」と述べ
られている。確定と改正の手続きで述べられていることは，「地理司職制」の制定・改正は民部省
内の手続きで完結するということである。制定は「本省ノ決裁」に由るのであり，改正はその必要
が認められたときに司内で審議し本省に決を取るという手続きで行なわれる。これは 9か月後，す
なわち明治 4年 7月の日付をもつ「庶務司職制」および「社寺司職制」（いずれも杉浦譲が作成し
た組織規程案）と異なる点である。「庶務司職制」や「社寺司職制」では，規程の制定について「上
裁ヲ経テ決定［確定］スル」と記されている※33。つまり司の職制の制定には，民部省から太政官
への稟申とその裁可が必要なのであり，民部省内では制定手続きが完結しないのである。制定手続
きという点に注目して杉浦譲起草の三つの組織規程案，すなわち「地理司職制」（明治 3年 10月）
と「庶務司職制」／「社寺司職制」（明治 4年 7月）とを比べてみると，民部省内の司の組織規程
の確定がより上級の権威によって行われる方向に動いていることがわかる。ここから，杉浦におい
ては，民部省内の組織規程の整備が，上級の政府機関の権威を確立する方向で構想されていたと知
られる※34。
2―3．「地理司職制」には，地理司が担当すべき災害対策にかかわる事務として，以下のものが掲げ
られている。第一は，道路や堤防などの公共土木施設の変換，あるいは府藩県からの開墾等土地利
用の変換申請（“ 開発 ” 申請）に際してその提案を検査し可否を判断するための資料として地図を
編集し，提供する事務である（図籍掛）（第 3章）。これは公共土木施設の変換や開発の申請の適否
を検査することを補助する事務であるが，問題となる公共土木施設の例には災害防除を目的とする
堤防があげられている。ここから，該事務は間接的に災害対策とかかわるものと押さえられよう。
また，図籍掛の職掌中の地誌の編集には，堤防等災害防除施設の設置状況の調査と地図化，荒地調
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査（これは災害地調査の要素をもつ）が含まれている。さらに第 5章に規定されている郷帳の作成
事務には被災田畑の実態把握と災害減免租の実情掌握の意義が含まれており，潰地の検案事務には
堤防など災害防除施設の建設のための用地収納の調査の意味合いが認められる。これらの災害およ
び災害対策関係の項目の調査を遂行することにより，災害防除施設の設置，罹災の状況，罹災者救
援の実際，さらには被災農地の復旧の実情などを把握することが目指されている。第 7章は官林の
管理と公共土木工事への官林からの出材を定めるものであるが，用材が提供されるべき公共土木工
事には堤防の建設や修繕など災害防除目的のものが含まれる（災害対策公共土木工事への用材の供
給事務）。このように「地理司職制」では，地理司は主に官林事務および国土調査事務を通じて災
害対策にかかわる部局と位置づけられているのである。
3. 二番目に紹介，検討するのは，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）である。以下に「地理司職員令」（「杉
浦扣本」）の全文を掲げる※35。
　地理司職員令
　　正一員
　　権正定員ナシ
①司中ノ諸務ヲ総判シ各分課ヲ幹理ス
②司中官員ノ能否勤惰ヲ監視ス
　　　 但褒貶黜陟スルハ本省ノ権ニアリト雖モ，之ヲ進退シ或ハ他方ヘ出張セシムルハ必ス諮
詢シテ後チ決スル事トス
③ 司中事務ノ閑劇ニ従テ官員ヲ進退シ或ハ新タニ之ヲ薦メ又ハ之ヲ黜ケ及ヒ功労ニヨリ其等ヲ
進メントスル等皆ナ審議細案シ，奉薦退黜ノ状ヲ本省ニ出シテ其決裁ヲ乞フ
④ 司中大小ノ事務之ヲ処分執行スルハ都テ本省ノ決裁准允ニヨルト雖トモ其法案ヲ建テ措置ヲ
画スルハ当司ノ務ニシテ皆此職ノ審判検査スル事トス，処分既済ノ事務又ハ後覧ニ供スル等
ノ類及尋常瑣事他局ヘ照会スル等准例ノ雑務ニシテ緊要ナラサルハ，此職ニ於テ検閲シ本省
ニ達セサル事アルヘシ，司中令史以下ノ辞令此職ニテ授付ス
　　大佑
　　権大佑
⑤ 司中細大ノ事務成規条例ニ照準シテ之ヲ審理シ，例格ナキハ考案ヲ具シテ司論ニ備ヘ及簿冊
ヲ整頓シ計算ヲ詳密ニシ遺漏ナキ事ヲ掌ル
⑥一切往復ノ文書上達ノ書疏稽失誤脱ヲ検出スルヲ掌ル
⑦司中分課ノ各事務ヲ担当シ其成績ノ責ニ任スルヲ得ル
⑧ 大令史以下処務ノ順序ハ此職ニテ指令スルヲ得ル，他官省府藩県ノ官員ニ接対諮問シ及他官
省ヘ往テ応接スルヲ得ル
⑨毎月司中用費ノ計簿ヲ検査ス
　　少佑
　　権少佑
⑩職掌大佑権大佑ニ亜ク
⑪司中分課アル時其課中大佑権大佑ナキ時ハ其課中ノ事務ヲ専任スルヲ得ル
　　大令史
　　少令史
⑫ 法案文書記禄
ママ
編輯等凡回議ニ附スルノ事務，又ハ後覧ニ供シ又ハ他方ヘ往復シ他方ヨリ申牒
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スルノ類区分品別シ浄書編綴スルヲ掌ル
⑬諸簿冊ヲ点検シ計算ヲ照合スルヲ掌ル
⑭大佑以下少令史ニ至ル迄職員ノ定限ハ司中ノ事務ニ従ヒ追テ之ヲ定ムヘシ
⑮第一章　凡ソ職ニ在ルモノ方正以テ其身ヲ持シ廉直以テ其務ヲ処シ勤勉以テ其事ニ従フヘシ
⑯ 第二章　各員其主課アリト雖トモ相補助協力シ事ヲ処スル切実ニ討論シ正誼允当ナルヲ考究
スヘシ
⑰ 第三章　長上ヲ敬シ順序ヲ正クスルハ礼法ヲ遵守スルナリ，衆論ヲ商搉シテ公理ヲ攻索スル
ハ職務ヲ督励スルナリ，宜シク阿依偏頗ナク各其所蘊ヲ尽スヘシ
⑱ 第四章　右地理司職員令本省ノ決裁ニヨリ確定スル所ナリ，各員謹守恪奉シテ違犯アルヘカ
ラス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地理司
3―2．「地理司職員令」（「杉浦扣本」）は正権正から順に大令史少令史までそれぞれの職掌（職責）
を定め，さらに末尾に 4章から成る勤務上の心得を記した文書である（職員令（職員規程）は活動
の具体的内容ではなく，活動のための／活動に際しての権限や，活動の仕方の大枠／基本を定めた
ものである）。
　まず地理正の定員が 1名，権正の定員は定めなしと記し※36，第 1条（①）第 4条（④）で正権
正の職掌を総括的に示す（「司中ノ諸務ヲ総判シ各分課ヲ幹理ス」）。正権正の職掌は具体的には，
司中諸務に関し作成された処分案の審判検査，既済事務および他局への照会のような准例の雑務の
検閲などである。また第 2条（②）第 3条（③）では，正権正のもうひとつの職掌として，司中官
員の人事にかかわる監視（「司中官員ノ能否勤惰ヲ監視ス」）および審議細案（「司中事務ノ閑劇ニ
従テ官員ヲ進退シ或ハ新タニ之ヲ薦メ又ハ之ヲ黜ケ及ヒ功労ニヨリ其等ヲ進メントスル等皆ナ審議
細案シ，奉薦退黜ノ状ヲ本省ニ出［ス］」）事務を掲げる。人事権（褒貶黜陟の決定権）は民部本省
がもつが，本省が司中官員を進退あるいは出張せしむるに際しては必ず地理正権正に諮詢したうえ
でそれを決するのでなければならないとしているのである。以上から知られる正権正の職掌は，司
の事務の総括的な管理（第 1条（①），第 4条（④））と司中官員の人事への関与（第 2条（②），
第 3条（③））である。
　続いて第 5条（⑤）から第 9条（⑨）までは，大佑権大佑の職掌（職責）を定める。第 5条（⑤）
では，司中の事務について規則（成規条例）があるものはそれに則って処理し，規則未定のものに
関しては該事務につき考案を調え司論に備えること，帳簿を整頓し計算を詳密にして帳簿に漏脱の
ないようにすることが規定されている。さらに第 6条（⑥）では文書の稽失誤脱の検出が，第 7条（⑦）
では司中分課の各事務を担当することが，第 8条（⑧）では大令史以下の官員の執務の順序を指令
すること，および他官省府藩県の官員との応対が，そして第 9条（⑨）では司中用費の帳簿の毎月
の検査が大佑権大佑の職掌とされている。以上からわかるように大佑権大佑こそ，司中実務の中心
に据えられるべきものであった※37。
　少佑権少佑は「職掌大佑権大佑ニ亜ク」，「司中分課アル時其課中大佑権大佑ナキ時ハ其課中ノ事
務ヲ専任スルヲ得ル」とされ，大佑権大佑の補佐的な位置づけを与えられている※38。大令史少令
史の職掌は文書の編集管理保存に関する事務および帳簿の点検と計算の照合事務である※39。
　そして第 14条（⑭）に，大佑以下少令史にいたるまでの職位の定員について規定を置き，最後
に 4章にわたり（⑮⑯⑰⑱）服務に際しての心得を掲げる（ただし第 4章（⑱）には心得規定のほ
かに，規程の確定を宣言する部分が含まれる。この規程の確定を宣言する部分はまた，規程の確定
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手続きを示してもいる）※40。
3―3．「地理司職員令」（「杉浦扣本」）と明治 3年 10月に制定された「地理司職員令」との対比は【注
解 5】に譲るとして，ここでは「地理司職員令」（「杉浦扣本」）を「租税司職員」※41（明治 3年 9月
3日制定）と比較して検討しておきたい。まず，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）と「租税司職員」を，
表で対照されたい（参照，租税司職員・地理司職員令（杉浦扣本）・地理司職員令対照表）※42。
　この表を見ると一目瞭然であるが，杉浦譲起草の「地理司職員令」（「杉浦扣本」）と「租税司職員」
は，内容および箇条の構成という点でほぼ同一である。いくぶん細かな指摘を行なうと，両者の異
なりは，（ア）「地理司職員令」（「杉浦扣本」）の第 4条（④）（正権正の職掌規定）のなかの「司中
令史以下ノ辞令此職ニテ授付ス」の部分が「租税司職員」では欠けていること，（イ）同じく，「地
理司職員令」（「杉浦扣本」）の第 8条（⑧）（大佑権大佑の職掌規定）のなかの「他官省府藩県ノ官
員ニ接対諮問シ及他官省ヘ往テ応接スルヲ得ル」の部分が「租税司職員」では欠けていること，（ハ）
「地理司職員令」（「杉浦扣本」）の第 9条（⑨）（大佑権大佑の職掌規定）「毎月司中用費ノ計簿ヲ検
査ス」が「租税司職員」では落ちていること，（ニ）「地理司職員令」（「杉浦扣本」）の第 10条（⑩）
（少佑権少佑の職掌規定）「職掌大佑権大佑ニ亜ク」が「租税司職員」にはないことの 4点のみである。
これ以外には，表現や用語に多少の違いはあっても，内容的な異なりはない（ただし，「租税司職員」
では⑬で記載が終わり，以下節略とされている。この節略部分には，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）
の第一章（⑮）以下に相当する箇条が入ると考えられる）。
　ここから，明治 3年秋から冬にかけて，採るべき地方政策の方向性で対抗していた民部省，大蔵
省の双方で，それぞれ組織規程（職員規程）の整備が進められていたこと，しかもその組織規程（職
員規程）は内容面でも構成面でもほぼ同一であったことがわかる。対抗していた民部省，大蔵省の
いずれにおいても官僚制の整備が取り組まれ，しかもそこで出来上がった規程（ここでは職員規程）
には高い共通性・定型性が確認されるのである。
租税司職員・地理司職員令（杉浦扣本）・地理司職員令対照表
租税司職員 地理司職員令（杉浦扣本） 地理司職員令
　正一員　　権正定員無シ 　正一員　　権正定員ナシ 　正一員　　権正無定員
①司中ノ諸務ヲ総判シ各分課ヲ幹
理ス。
①司中ノ諸務ヲ総判シ各分課ヲ幹
理ス
①司中ノ諸務ヲ総判シ各分課ヲ幹
理ス
②司中官員ノ能否勤惰ヲ監視ス、其
ノ之ヲ褒貶黜陟スルハ本省ノ権ニ
帰ス、然リト雖モ職員ヲ進退シ、或
ハ之ヲ他方ニ発遣スル如キハ、本
職ニ諮詢セスシテ決行スルヲ得ス。
② 司中官員ノ能否勤惰ヲ監視ス 
但褒貶黜陟スルハ本省ノ権ニア
リト雖モ、之ヲ進退シ或ハ他方
ヘ出張セシムルハ必ス諮詢シテ
後チ決スル事トス
②司中定員ノ能否勤惰ヲ監視ス
③司中ノ事務ノ閑劇ニ応シテ官員
ヲ進退シ、或ハ薦録シ、或ハ黜免シ、
或ハ功労有リテ等級ヲ陞遷セシム
ル等本職審鑑シテ本省ニ具状ス。
③司中事務ノ閑劇ニ従テ官員ヲ進
退シ或ハ新タニ之ヲ薦メ又ハ之ヲ
黜ケ及ヒ功労ニヨリ其等ヲ進メント
スル等皆ナ審議細案シ、奉薦退黜
ノ状ヲ本省ニ出シテ其決裁ヲ乞フ
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④司中ノ細大ノ事務ヲ処分シ及ヒ
執行スルハ本省ニ取決スト雖モ、
其ノ法案ヲ草定スルハ本司ノ権任
ニシテ、即チ本職ノ専担スル所トス。
⑤既ニ処分ヲ畢リ若クハ唯タ日後
ノ参観ニ供スル為メニ保存スル如
キ緊要ナラサル文書ハ、本職之ヲ
検閲シ復タ本省ニ上呈セサル者有
ル可シ。
④司中大小ノ事務之ヲ処分執行ス
ルハ都テ本省ノ決裁准允ニヨルト
雖トモ其法案ヲ建テ措置ヲ画スル
ハ当司ノ務ニシテ皆此職ノ審判検
査スル事トス、処分既済ノ事務又
ハ後覧ニ供スル等ノ類及尋常瑣事
他局ヘ照会スル等准例ノ雑務ニシ
テ緊要ナラサルハ、此職ニ於テ検
閲シ本省ニ達セサル事アルヘシ、司
中令史以下ノ辞令此職ニテ授付ス
　大佑　　権大佑 　大佑　　権大佑 　大佑　　権大佑
⑥成規例格ニ照シテ司中ノ細大ノ
事務ヲ執理シ及ヒ簿冊、記録、編
輯、計算等ノ諸事ニ分任ス。
⑤司中細大ノ事務成規条例ニ照準
シテ之ヲ審理シ、例格ナキハ考案ヲ
具シテ司論ニ備ヘ及簿冊ヲ整頓シ
計算ヲ詳密ニシ遺漏ナキ事ヲ掌ル
③司中細大ノ事務成規条例ニ照準
シテ之レヲ審理シ例格ナキハ考案
ヲ具シテ司論ニ備ヘ及簿冊ヲ整頓
シ計算ヲ詳密シ遺漏ナキ事ヲ掌ル
⑦往復文書等ノ脱漏誤謬ヲ稽検
ス。
⑥一切往復ノ文書上達ノ書疏稽失
誤脱ヲ検出スルヲ掌ル
⑧司中ニ分課有レハ之ヲ担当ス。 ⑦司中分課ノ各事務ヲ担当シ其成
績ノ責ニ任スルヲ得ル
④司中分課ノ各事務ヲ担当シ其成
績ノ責ニ任スルヲ得ル
⑨大令史以下ノ処務ノ順序ハ本職
之ヲ指揮ス。
⑧大令史以下処務ノ順序ハ此職ニ
テ指令スルヲ得ル、他官省府藩県
ノ官員ニ接対諮問シ及他官省ヘ往
テ応接スルヲ得ル
⑨毎月司中用費ノ計簿ヲ検査ス
　少佑　　権少佑 　少佑　　権少佑 　少佑　　権少佑
⑩職掌大佑権大佑ニ亜ク ⑤職掌大佑権大佑ニ亜ク
⑩司中ニ分課有リテ其ノ課ニ大佑
若クハ権大佑ヲ置カサレハ、本職
其ノ事務ヲ担任ス。
⑪司中分課アル時其課中大佑権大
佑ナキ時ハ其課中ノ事務ヲ専任ス
ルヲ得ル
　大令史　　少令史 　大令史　　少令史 　大令史　　少令史
⑪案牘、文書、記録、編輯等凡テ
回議ニ付スル事務ヲ整理シ、或ハ
日後ノ参観ニ供スル文書或ハ他方
ニ往復スル文書ヲ浄書シ若クハ之
ヲ装綴ス。
⑫法案文書記禄（ママ）編輯等凡
回議ニ附スルノ事務、又ハ後覧ニ
供シ又ハ他方ヘ往復シ他方ヨリ申
牒スルノ類区分品別シ浄書編綴ス
ルヲ掌ル
⑥法案文書記録編輯等凡テ回議ニ
附スル事務又ハ後覧ニ供シ若クハ
地方ヘ往復シ他方ヨリ申牒スル類
区分品別シ浄書編綴スルヲ掌ル
⑫簿冊ヲ点検シ計算ヲ照合ス。 ⑬諸簿冊ヲ点検シ計算ヲ照合スル
ヲ掌ル
⑦諸簿冊ヲ点検シ計算ヲ照合スル
ヲ掌ル
⑬大佑以下少令史以上ノ職員ハ司
中ノ事務ノ景況ニ従ヒ逐次ニ之ヲ
限定ス、以下節略。
⑭大佑以下少令史ニ至ル迄職員ノ
定限ハ司中ノ事務ニ従ヒ追テ之ヲ
定ムヘシ
⑧以上佑以下少令史ニ至ル職員ノ
定限ハ司中ノ事務ニ従ヒ追テ之ヲ
定ムヘシ
⑮第 一章　凡ソ職ニ在ルモノ方正
以テ其身ヲ持シ廉直以テ其務ヲ
処シ勤勉以テ其事ニ従フヘシ
⑨第 一章　凡ソ職ニアルモノ方正
以テ其身ヲ持シ廉直以テ其務ヲ
処シ謹勉以テ其事ニ従フヘシ
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⑯第 二章　各員其主課アリト雖ト
モ相補助協力シ事ヲ処スル切
実ニ討論シ正誼允当ナルヲ考
究スヘシ
⑩第 二章　各員其主課アリト雖モ
相補助協力シ事ヲ処スル切実
ニ討論シ正誼允当ナルヲ考究
スヘシ
⑰第 三章　長上ヲ敬シ順序ヲ正ク
スルハ礼法ヲ遵守スルナリ、
衆論ヲ商搉シテ公理ヲ攻索ス
ルハ職務ヲ督励スルナリ、宜
シク阿依偏頗ナク各其所蘊ヲ
尽スヘシ
⑪第 三章　長上ヲ敬シ順序ヲ正ク
スルハ礼法ヲ遵守スルナリ衆
論ヲ商搉シテ公理ヲ攻索スル
ハ職務ヲ督励スルナリ宜シク
阿依偏頗ナク各所蘊ヲ尽クス
ヘシ
⑱第 四章　右地理司職員令本省ノ
決裁ニヨリ確定スル所ナリ、
各員謹守恪奉シテ違犯アルヘ
カラス
⑫第 四章　以上地理司職員令本省
ノ決裁ニヨリ確定スル所ナリ
各員謹守恪奉シテ違犯アルヘ
カラス
4．三番目に取り上げるのは「地理司分課」である※43。
　　地理司分課
諸課通判 内藤大佑
戸籍掛
　物産所持物　　　　　准十二等出仕 斎藤六蔵
　生死嫁娶 前原少佑
　脱籍復籍棄児 正田少佑
　帰農印章 宮本少令史
図籍掛
　開墾地図 住吉権大佑
　村鑑地図　　　　　　測量兼勤 光安権大佑
　各港外国人居留地 森少佑
　樺太，小笠原島其他島々調 郡司少佑
　一村限地図 板谷少佑
 山崎少佑
 白石大令史
 上田大令史
 寒川大令史
 金子大令史
 狩野春川
国高調掛※44
　御成箇郷帳 大山少佑
　士族旧采地調 石田権少佑
　水災亡村流田調 矢都木権少佑
鍬下年限御高入調 中村少令史
 金田少令史
 浅野少令史
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 中林少令史
 沼少令史
 辻少令史
五ヶ年／六ヶ年平均調掛
 柳権大佑
 鈴木少佑
 吉川権少佑
 中野大令史
 近藤少令史
 森田少令史
 久保少令史
地方官申牒書類 仁井田少佑
諸官省往復 近藤少佑
 加藤少佑
臨時文書 阿部少佑
 永井権少佑
 山下権少佑
以下省ク 長島大令史
 土肥大令史
 鈴木少令史
 石山少令史
記録編集掛
　御林帳 増田少佑
 石川大令史
4―2．各分課について簡単にまとめておく。まず筆頭に司内事務を総轄する諸課通判が置かれ，こ
れに大佑の内藤長嘉が充てられている。後述するように「地理司分課」をこの時期の職員録と対
照させてみると，もっともよく符合するのは明治 3年 11月改の職員録である。『職員録（明治 3年
11月改）』によれば，大佑は 2名しかおらず，そのうちの上席が内藤長嘉である。当時内藤は地理
司内で権正の杉浦譲に次ぐ地位にあったのであり，このことも諸課通判が司内の事務を総轄する職
であったことを理解させるものである（上席の大佑による司内事務の総轄）。
　諸掛の筆頭に置かれているのは，戸籍掛である。「地理司職制」では司内の掛は測量掛，戸籍掛
の順であるが，「地理司分課」中に測量掛の名は見られない※45 ※46。戸籍掛は物産所持物，生死嫁娶，
脱籍復籍棄児，帰農印章の 4担当から構成され※47，それぞれに 1名が割り当てられている。戸籍
掛は 4名（少佑 2名，少令史 1名，准十二等出仕 1名）である。
　図籍掛※48は，開墾地図，村鑑地図，各港外国人居留地，樺太，小笠原島其他島々調，一村限地
図の 5担当から成る計 11名（権大佑 2名，少佑 4名，大令史 4名，その他 1名）の掛である。人
員のうえでは地理司中最大の掛である。なかでも一村限地図担当が 7名と，その多さが際立ってい
る。一村限地図作成事務については，「地理司事務章程」のなかに「全国一村毎ノ地図ヲ合輯編成
シ山勢水利土地ノ肥瘠民ノ貧富田畑ノ多少荒蕪ノ有無ヲ詳ニシ地誌ヲ編集スル」事務であるとの規
定がある。実質的に国土調査・国勢調査の意味を含みもつこの地誌編纂事務が地理司の中心に位置
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づけられていたのである。このことが配置された人員の多さから窺い知れる。
　国高調掛は御成箇郷帳，士族旧采地調，水災亡村流田調，鍬下年限御高入調の 4担当から成り，
すべて租税徴収にかかわる基礎調査をその職務とすると言ってよいものである。「地理司職制」第
5章には，「地方石高ヲ精算スルハ府藩県実際ノ現石ヲ信トシ，之ヲ天保ノ郷帳ニ照考シテ其差謬
違訛アルハ実地ニ検シ村落ノ合割名称ノ変易アル如キ其実ヲ推シ，新ニ明治ノ郷帳ヲ製シ新田高入
及開墾鍬下ノ年限潰地流田等ヲ案シ，及社寺領地ノ石高ヲ検査シ増損変易共歳表ヲ太政官ヘ届クヘ
シ」との規定があり（「地理司事務章程」第 5章も同趣旨），地理司の職務が租税徴収事務に接する
ものであったことがわかる※49。国高調掛は全 9名で，少佑 1名，権少佑 2名，少令史 6名という
構成である。国高調掛と同じく租税徴収事務に接する五ヶ年／六ヶ年平均調掛※50は 7名（権大佑
1名，少佑 1名，権少佑 1名，大令史 1名，少令史 3名）である。
　以上の租税関係の調査事務を担う 2掛のあとに文書を扱う担当が 3つ（地方官申牒書類，諸官省
往復，臨時文書）記され，最後に記録編集掛が置かれてそのなかに御林帳担当の名が見える。官林
事務※51はここで担当することとされたと思われる。
4―3．各掛ごとの分析を踏まえて，「地理司分課」全体についていくつか指摘を行ないたい。下に，
「地理司分課」に掲げられた各掛を構成する官員の，職位ごとの人数を表にしたものを載せた（参照，
地理司分課編成表※52）。これを見ながら「地理司分課」における特徴と問題を記す。
　第一。「地理司分課」に載せられている官員の数は全体で 44名である。内訳は大佑 1名，権大佑
3名，少佑 13名，権少佑 5名，大令史 8名，少令史 12名，准十二等出仕 1名，その他 1名である。「地
理司分課」がもっともよく適合する『職員録（明治 3年 11月改）』に掲載されている地理司官員の
総数（権正杉浦譲を除く）は 60名であるから，これと対比すると 16名の名が「地理司分課」にな
いことになる。「地理司分課」不掲載の 16名についての説明は「杉浦扣本」には何も書かれていな
いけれども，もしこれが「地理司分課」に出てこない測量掛の人員だとすれば，16名の測量掛の
存在を考えることができる。測量掛の位置づけと地理司全体の規模から考えて，16名の測量掛と
いうのは解釈に無理のないところと思われる。
　第二。「地理司分課」によれば，地理司内の分課は，実体的な事務（主に調査事務）を担う戸籍・
図籍・国高調・五ヶ年／六ヶ年平均調・記録編集の 5掛と，文書事務に携わる地方官申牒書類・諸
官省往復・臨時文書の 3掛の，計 8掛から構成される。各掛に配置された官員に兼担はない（測量
兼勤の 1名を除く）。
　第三。各掛には少佑以上の者が必ず配置されるかたちをとっている。「地理司職員令」（「杉浦扣本」）
の第 11条（⑪）（少佑権少佑の職掌規定）には「司中分課アル時其課中大佑権大佑ナキ時ハ其課中
ノ事務ヲ専任スルヲ得ル」とあるから，これにもとづく措置である。各掛は権大佑または少佑が取り
まとめの地位に立つものであることが知られる。尚，上席の大佑（内藤長嘉）が諸課通判の担当と
して地理司各掛（おそらく測量掛を除く）を通観する位置にあることは前に述べたところである※53。
　第四。職員録との対比において「地理司分課」がもっともよく適合するのは，『職員録（明治 3
年 11月改）』であるとしたことの根拠を述べる。地理司が再置されてから最初に編成された職員録
は，『職員録（明治 3年 9月改）』である。「地理司分課」にその名が記されている 44名について対
照を行なうと，近藤少佑，土肥大令史，斎藤六蔵，狩野春川の 4名に関しては記載がないものの，
それ以外の 40名は名前が確認でき，職位も合っている。次に『職員録（明治 3年 11月改）』との
対照を行なうと，近藤少佑，斎藤六蔵，狩野春川の 3名については記載がないものの，それ以外の
41名は名前が確認でき，職位も合っている。さらに『職員録（明治 4年 2月改）』との対照を行な
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うと，「地理司分課」にその名が記されている 44名のうち 7名の名が確認できず，さらに内藤大佑
を始めとして 5名が職位を落していることから（内藤は大佑から権大佑に降格），大きな違いがあ
ることが確認される※54。内藤長嘉は『職員録 上（明治 4年 4月［10日］改）』でも権大佑であるので，
これもまた「地理司分課」と対応しない※55。以上から「地理司分課」がもっともよく適合するのは，『職
員録（明治 3年 11月改）』であることが知られる。「地理司分課」は明治 3年 9月から 11月ころに
かけての地理司の官員と一致しているのである。
地理司分課編成表
諸課通判 戸籍掛 図籍掛 国高調掛
五ヶ年／六ヶ
年平均調掛
地方官申牒
書類
諸官省往復 臨時文書 その他 記録編集掛 計
大佑 1 1（2）
権大佑 2 1 3（5）
少佑 2 4 1 1 1 2 1 1 13（14）
権少佑 2 1 2 5（7）
大令史 4 1 2 1  8（14）
少令史 1 6 3 2 12（18）
准十二等出仕 1 1
その他 1 1
計 1 4 11 9 7 1 2 3 4 2 44（60）
4―4．「地理司分課」に記されている各担当を災害対策の観点より見れば，地理司中災害対策関連の
事務に携わるのは，まず図籍掛の村鑑地図担当と一村限地図担当である（堤防等災害防除施設の設
置状況の調査と荒地の調査把握事務がこれらの担当の職務のなかに含まれている）。それから国高
調掛中の水災亡村流田調担当と記録編集掛中の御林帳担当である。水災亡村流田調担当の職務は水
害調査で，それを租税徴収の側面（租税徴収の基礎の把握という関心）から行なうものである。御
林帳担当は官林事務を担当する。
※ 6 科学技術庁資源調査会（編）『将来の資源問題―人間尊重の豊かな時代へ―（科学技術庁資源調査会報告第 60
号，昭和 46年 12月 21日）』（大蔵省印刷局，1972年 9月），381頁。山林が災害予防（抑止）の機能をもつこ
と，この点の認識は明治初期の政府の中にも明確に存した。一例を挙げる。明治 6年に大蔵省が発した達の中
に次のような文言が見られる。「元来山
﹅
林
﹅
ハ
﹅
啻建築ノ用材ニ供スル而己ニ無之風
﹅
雨
﹅
寒
﹅
暑
﹅
ヲ
﹅
調
﹅
和
﹅
シ
﹅
水
﹅
旱
﹅
涸
﹅
溢
﹅
ヲ
﹅
節
﹅
ス
﹅
ル
﹅
ノ
﹅
功
﹅
不
﹅
少
﹅
然ルヲ一時伐尽シ候而者不都合ニ有之」（「官林存置払下箇所共故障有無ヲ取調申立シム」，明治
6年 9月 20日，大蔵省第 134号）。
※ 7 官林規則制定時（明治 4年 7月 9日）までの官林（山林）行政の中央政府における所管を整理すると，明治 2
年 4月 8日の民部官設置までは会計官，4月 8日の民部官設置から 8月 12日の民蔵合併までは会計官（→大蔵省）
と民部官（→民部省）の共管，8月 12日以降翌明治 3年 7月 10日に民部省と大蔵省が分離されるまでは民部
＝大蔵省，明治 3年 7月 10日に民部省と大蔵省が分離されてからは民部省（地理司が担当，明治 4年正月晦
日民部本省中に山林局設置，同年 4月（日不詳）山林局を本省から出し地理司中に山林掛を置く―このとき
のちに［明治 12（1879）年 5月 16日］初代内務省山林局長となる桜井勉が地理権正杉浦譲によって登用され
た―）となる（参照，内閣記録局（編）『明治職官沿革表 官廨部』，1―20頁，および，『太政類典』，第 1編
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（慶応 3年～明治 4年），第 17巻（官制・文官職制三），56「民部省中山林局ヲ置ク」（明治 4年正月晦日），59
「地理司中山林掛ヲ置ク」（明治 4年 4月）。さらに，［高橋善七］『初代駅逓正杉浦譲伝』，初代駅逓正杉浦譲先
生顕彰会，1971年 6月，239―240頁も，見よ）。北條浩は，この時期の官林行政の中身について，それは①「官
林における伐木・採取等の実際の使用・収益についての行政」と②「官林の実態調査」の二つであると指摘し
ている（北條浩「官林の成立と初期官林政策」，徳川林政史研究所『研究紀要（昭和 52年度）』，1978年 3月，
169頁）。明治 3年 10月制定の「地理司事務章程」第 7章は，「官林樹木ノ簿記ヲ詳ニシ凡土木ノ事アツテ照
会アルトキハ其工作ニ応シ其用度ヲ検査シテ之ニ支給シ其数ヲ記スヘシ」と定め，官林行政の中身を，①「官
林樹木ノ簿記」と，②公共土木工事用の材木の供給としている（内閣記録局（編）『法規分類大全 第一編 官職
門 七至九 官制 神祇省教部省民部省内務省』，［内閣記録局］，1889年 12月，43頁）。尚，官林（山林）行政の
中央政府における所管の問題については明治 3年夏以降のそれに関する『農林行政史』の記述が「山々開拓ニ
付土砂ノ溢漏ヲ防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採方ヲ定ム」（明治 4辛未年正月，民部省第 2）の項（71―
5）に紹介されている。あわせて参照されたい。
※ 8 災害対策の観点から官林規則を評せば本文に書いたようになるが，官林規則が定める厳格な伐木規制は官林の
山麓に生活する村民にとっては「旧来の山野利用慣行を無視した，あまりにも厳しく過酷な規定」であった（成
田雅美「廃藩置県後の官林伐木規制」，徳川林政史研究所『研究紀要』，第 47号，2013年 3月，93頁，参照）。
たとえば秋田県が明治 14年に作成した『山林法旧藩慣行仕来取調書』には，旧藩が藩営林を地元村の救助の
ために利用してきたことについてまとめられているが，その救助目的での藩営林利用の類型には「①『凶年饑
歳及ヒ地租改正』，②『水火災ニ罹ル村々』，③『根舟及ヒ漁舟用木』，④『川欠及ヒ道路堰根普請用木』，⑤『官
林副産物』，⑥『薪炭木自用及ヒ売買共』，⑦『官林ノ内地元村備荒林』」があった（同上）。官林の伐木規制は
こうした旧慣（旧来の山野利用慣行）を揺るがし，村民の生活に大きな影響を与えたのである。
※ 9 官林規則は，政府の森林政策の歴史の観点からは，「わが国国有林の経営原則ないし施業方法を指示するもの
として歴史的に一頁をなすもの」との評価がなされている（農林大臣官房総務課（編）『農林行政史 第五巻 下』，
農林協会，1963年 11月，1135頁）。
※ 10 「荒蕪不毛地並ニ官林等入札払差止」（明治 6年 7月 20日，太政官第 257号）。明治 5年 6月 15日の官林払い
下げの達からそれの取り消し（明治 6年 7月 20日）に至る過程については，國雄行「明治初期大蔵省の荒蕪地・
官林払下について」，49―62頁，成田雅美「廃藩置県後の官林伐木規制」，87―89頁を参照せよ。
※ 11 杉浦譲は旧幕臣（外国奉行支配調役）で，渋沢栄一の推薦により明治 3年 2月 20日新政府の官員となった（民
部省准 11等出仕）。出仕即日渋沢が掛長であった改正掛員を命ぜられ，同掛中第一部（議案・文書）と第二部（編
集・記録）の主任として勤務した。明治 3年 6月には駅逓権正，同年 7月には地理権正（兼務）に就任。明治
4年 3月に駅逓正（兼地理権正）となり，同年 5月 14日までには（駅逓正兼）地理正に昇進した。以後，明
治 7年正月に内務大丞兼地理頭，明治 10年正月に内務省大書記官地理局長となった（明治 10年 8月 22日没）（参
照，日本歴史学会（編）『明治維新人名辞典』，523―524頁，土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，杉浦
譲全集刊行会，1978年 10月，1―6，27，304頁。［高橋善七］『初代駅逓正杉浦譲伝』は，その 240頁に，「［明
治］4年 7月杉浦は業績により地理権正から地理正に進められた」と記すが，『杉浦譲全集 第三巻』の 304頁は，
明治 4年 5月 14日付の文書である「進退伺　第七十八号　地理正　杉浦譲」を載せており―すなわち杉浦
は指揮下の官員の違算の責任を取りこの日付で弁官に進退伺を提出した―，これによって杉浦が 5月 14日
以前に地理正に昇進していたことが確認される）。
　渋沢栄一が掛長となり，杉浦譲が掛員となった改正掛であるが，内閣記録局（編）『明治職官沿革表 官廨部』
では大蔵省の欄に明治 2年 11月失日「置改正掛」と記されている（12頁）。一方，『杉浦譲全集 第三巻』所収
の「つヽれきぬ（二）」明治 3年 2月 20日の条には杉浦について「民部改正掛被　命」との記事が見える（27
頁）。この時期民部省と大蔵省は人事上の措置（兼任）によって実質的に合併されており，そのことが改正掛
の設置部局についてこのような二通りの記述をもたらしたと考えられる（『大蔵省沿革志』には「大蔵，民部
両省中ニ設置セル改正掛」との表現が見える。参照，『大蔵省沿革志（上巻）』，91頁）。本資料では，民蔵合
併期については民部＝大蔵省改正掛と表記し，分離後の時期については単に改正掛と記す。丹羽邦男によれば，
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改正掛は，「明治 2年 11月に発足し，民部・大蔵省の分離にともない，明治 3年 7月，大蔵省に転属し，明治
4年 8月，廃藩置県とともに廃止された」（丹羽邦男『地租改正法の起源―開明官僚の形成―』，ミネルヴァ書房，
1995年 3月，119頁。尚，この点については，渋沢青渊記念財団竜門社（編纂）『渋沢栄一伝記資料 第二巻』，
渋沢栄一伝記資料刊行会，1955年 6月，282頁の記述も，参照せよ）。
　改正掛―その性格について前島密は「民部大蔵両省の間に設置せる一種特別の局にして，長官を置かず，
大蔵大輔及民部少輔，大隈，伊藤の顧問局と見るべき所にして，行政上諸規則改正の按に就き其各員の意見を
問ひ，或は立案せしむる官衙なり」（市野彌三郎（編）『鴻爪痕』，前島彌，1920年 4月，一（自叙伝）の 87頁）
と言い，丹羽邦男は「『古今ヲ通鑑シ，万国ヲ通察』して，『法則ヲ定メ，或ハ章程ヲ立ル』という民政一切の
改革の『立案所』」としている（丹羽邦男『地租改正法の起源―開明官僚の形成―』，117頁）―に関しては，
組織規程として，「民部省改正掛条規」が『渋沢栄一伝記資料』に，「改正掛分課規則」（明治 3年 5月 25日）
が『大蔵省沿革志』にそれぞれ収録されている（渋沢青渊記念財団竜門社（編纂）『渋沢栄一伝記資料 第二巻』，
280頁，大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，所収，大内兵衛・土屋喬雄（編）『明治前期財政経済史
料集成　第二巻』，原書房，1978年 12月，復刻版，原版の史料集成改造社版は 1932年 6月刊，91頁）。改正
掛の設立の経緯とその活動については，同掛長であった渋沢栄一の自伝『雨夜譚』に詳しい（渋沢栄一（述）・
長幸男（校注）『雨夜譚』，岩波書店，1984年 11月，173―180頁）。改正掛員の顔ぶれについては，明治 3年 2
月 20日時点でのそれが丹羽邦男の著書に載せられている（丹羽邦男『地租改正法の起源―開明官僚の形成―』，
113頁）。それを見ると，坂本政均，玉乃世履，前島密らのほか，肥田為良（浜五郎）（土木権正），吉武功成（土
木権大佑）など土木司関係者の名が確認される（肥田為良については，前出の「民部大蔵両省管轄ノ寮司諸掛
及事務条件ヲ区別ス」，明治 3庚午年 8月 9日，第 520の項（70―23）（井上洋『明治前期の災害対策法令 第一巻』，
841―842頁）を参照せよ）。
※ 12 成田雅美「廃藩置県後の官林伐木規制」，85―86頁。
※ 13 『杉浦譲全集 第三巻』には，「官営富岡製糸場創設日記（自明治 3年 10月至明治 3年 11月）」が収録されてい
る（資料番号 35）（土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，252―263頁）。これは杉浦譲の手になるもので，
そこには明治 3年 10月 17日から同年 11月 5日まで 47日間の，富岡製糸場建設関係の杉浦の行動が記されて
いる。これを見ると，杉浦は製糸場の建設地上州富岡に出張し，同地において製糸場の建設場所を確定するほ
か，東は榛名山麓から西は下仁田村に至るまでの広範な地域を精力的に見分して回っていたことがわかる。た
だし杉浦の，富岡を中心とした上州西部各地の見分において，製糸場建築用材の調達がその目的であったとい
う明示的な記述は出てこない。見分の目的として明示的に出てくるのは，製糸場で使用する石炭の現地調達の
可否を確かめるための石炭山（石炭の露頭）の調査である。「官営富岡製糸場創設日記（自明治 3年 10月至明
治 3年 11月）」には〔付録 1〕として「富岡製糸場関係記録」が附されているが，こちらの明治 4年条に「岩
鼻県下上州富岡町ヘ製糸所建設ニ付妙義社幷朱印地ニテ伐木」と題する岩鼻県伺（弁官宛）が収められている
（土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，264―265頁）。
※ 14 官林規則の制定には改正掛長で租税正の渋沢栄一もかかわっている。「七月九日　民部省官林規則ヲ設定シテ
之ヲ府県ニ頒示ス。栄一租税正トシテ之ニ与ル。」（渋沢青渊記念財団竜門社（編纂）『渋沢栄一伝記資料 第三
巻』，渋沢栄一伝記資料刊行会，1955年 8月，196頁。成田雅美「廃藩置県後の官林伐木規制」，86頁も参照。）
つまり，改正掛の杉浦と渋沢のリーダシップのもと官林規則が制定されたということである。また，杉浦と渋
沢は，官林規則制定直前の明治 4年 7月 3日に，並んで，制度取調御用掛に任ぜられてもいる（「太政官日誌」，
明治辛未第四十三号，自七月三日至八日，所収，石井良助（編）『太政官日誌 第五巻』，東京堂出版，1981年
3月，263頁）。
※ 15 杉浦は，官林から切り出された木材の供給先として諸官庁の需要と水利堤防など公共土木工事を想定していた
（参照，「明治四辛未歳制度取調御用兼務中　官省制置改正草稿　杉浦扣本」中，「地理司処務条例」第 23章。所収，
土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，355頁。尚，この点につき前掲の※ 7も見よ）。杉浦が中心となっ
て作った官林規則には山林の存在それ自体がもつ災害抑止機能への言及はないけれども，杉浦を始め地理司は，
伐木を規制しつつ山林から切り出された木材を災害対策用に利用することについてはこれをはっきりと意識し
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ていた。官林規則における伐木規制（官林の保全）は，殖産興業用の木材供給だけではなく，災害対策用の木
材の安定的供給も目的のひとつとして導入されたのである。
※ 16 土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，321―360頁。「明治四辛未歳制度取調御用兼務中　官省制置改正
草稿　杉浦扣本」は，明治 3年 2月民部省に出仕し（民部省准 11等出仕）駅逓正兼地理正を務めた杉浦譲が
制度取調御用掛を兼務していた際に起草に関わった，もしくは自ら起草した，太政官制度の改正案，民部省と
大蔵省の組織規程案を収めたものである。杉浦譲は明治 3年 2月 20日に改正掛員に任じられたのち，同年 8
月からは制度取調御用掛の兼務も命じられた（杉浦譲を官員に推薦した渋沢栄一も同じ時期（8月 15日）に
制度取調御用掛兼勤を仰せつかっている。日本史籍協会（編）『百官履歴　二』，140頁）。また，杉浦は明治 4
年 7月に改めて制度取調御用掛に任命されている（杉浦譲の改正掛および制度取調御用掛への任命に関しては，
『杉浦譲全集 第三巻』収録の小西四郎執筆の解説も見よ。同書，309―310頁。杉浦譲の経歴について詳しくは，
上掲の※ 11を参照せよ。明治 4年 7月になされた杉浦の改めての制度取調御用掛への任命は，廃藩置県へ向
かう政治的な激流の中でなされたものである。このとき，「政府之基則」を立つることこそ第一と強く主張し
た参議木戸孝允は，岩倉具視や西郷隆盛らを説き伏せて制度取調会議を開かせたのである。参照，松尾正人『廃
藩置県の研究』，吉川弘文館，2001年 1月，314―316頁）。
　「杉浦扣本」に収録されている文書は，順に，
①「制度局ノ案（官制案）」（明治 4年 2月 25日）
②「民部省事務委任章程」（日付記載なし）
③「民部省事務条件／土木司［職制］／駅逓司［職制］」（日付記載なし）
④「租税司職制」（明治 3年 8月）
⑤「租税司職員令」（明治 3年 8月）
⑥「租税司分課」（日付記載なし）
⑦「租税司処務条例」（明治 3年 8月）
⑧「庶務司章程」（日付記載なし）
⑨「大蔵省事務章程」（明治 4年 7月）
⑩「寮中事務取扱順序（寺院寮）」（明治 3年 11月）
⑪「民（戸）部省事務章程」（日付記載なし）
⑫「民部大蔵両省事務委任章程」（日付記載なし）
⑬「大蔵省事務委任章程」（日付記載なし）
⑭「地理司職制」（明治 3年 10月）
⑮「地理司職員令」（日付記載なし）
⑯「地理司分課」（日付記載なし）
⑰「地理司処務条例」（日付記載なし）
⑱「駅逓司事務」（日付記載なし）
である（丸囲み数字の番号は，整理の便宜のため筆者が付けたものである）。「杉浦扣本」に収録されている文
書には日付の記載のあるものとないものとがあるが，資料の題目と内容から判断して，すべて明治 3年 8月頃
から翌明治 4年 7月末までのあいだに作成されたとみるのが至当である。
　「杉浦扣本」に収められた 18点の文書のうち，杉浦譲の起草になるものであることがはっきりとわかるのは，
地理司の組織規程 4点（⑭⑮⑯⑰）である（『杉浦譲全集 第三巻』，349頁所載の「下箋」の記述を参照せよ）。
また，「駅逓司事務」（⑱）も，杉浦譲の本務が駅逓正であったところから推して，扣本中に明示はないものの，
杉浦自身が作成したものとみてよいであろう。その他の諸規程案については杉浦が制度取調御用掛としてそれ
らの作成に何らかのかたちでかかわったことは確実と思われるが，実際に彼がどのようなかたちとどの程度の
重みで作成に関与したか不明である。
　杉浦の扣本に収められている組織規程案中，①と，④から⑦については，制度局としての成案である（『杉
浦譲全集 第三巻』，322頁の表記，また 328頁の説明書きを，参照のこと）。上述したように，⑭以下は杉浦自
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身が作成した草案である。その他の②，③，⑧，⑨から⑬に関しては，扣本中に，文案の起草者や性格を確認
するための手がかりがない（この場合，性格とは，制度寮としてのオーソライズの度合いの意味である）。
※ 17 「地理司職制」，「地理司職員令」，「地理司分課」，「地理司処務条例」のうち作成時期の手がかりとなる日付が入っ
ているのは，⑭の「地理司職制」（明治 3年 10月）のみである。⑰の「地理司処務条例」には日付の記載はな
いけれども，その内容から，明治 3年 9月中旬以降 12月半ばまでのあいだに起草されたものと推定できる（詳
しくは後掲の「地理司処務条例」を検討した箇所を見よ）。また，⑯の「地理司分課」も日付の記載を欠くが，
作成時期の特定のためにこれの内容を国立公文書館デジタルアーカイブ収録の官員録・職員録と対照させてみ
るならば，もっともよく符合するのは明治 3年 11月改の職員録である（これも詳しくは後掲の「地理司分課」
のところを見よ）。以上のことから，4点の地理司の組織規程文書―これらは，ばらばらにではなく，さほ
ど間をおかずに一揃いの文書類として作成されたと見るのが至当である―の作成時期は，明治 3年 10月頃（少
し慎重に記せば明治 3年 9月中旬以降 12月半ばまでのあいだ）と考えて問題がない。
　ただし，こう書いても，杉浦が起草した地理司に関する 4つの組織規程案と，実際に明治 3年 10月（日闕）
に制定された「地理司職員令」・「地理司事務章程」との前後関係についてはなんら明らかにならない。少し先
回りの記述となるが，杉浦が起草した 4つの組織規程案のなかの「地理司職員令」，「地理司職制」と，実際に
制定された「地理司職員令」，「地理司事務章程」とはそれぞれ条文構成上よく対応し，内容的にもほぼ同じで
ある。だから，どちらか一方が先に存在した他方を踏まえたことは確実である。けれども，どちらが先かはわ
からない。杉浦による地理司に関する 4つの組織規程案の作成時期が「地理司職員令」・「地理司事務章程」制
定の前か後かは，杉浦起草の組織規程案の性格づけに関わる大事な点である。だが，この問題について今のと
ころ確定的なことを述べる材料がない。
　尚，これ以降，「杉浦扣本」中の「地理司職員令」を，明治 3年 10月制定の「地理司職員令」と区別するた
めに，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）と表記する。
※ 18 内閣記録局（編）『法規分類大全 第一編 官職門 七至九 官制 神祇省教部省民部省内務省』，41―43頁。
※ 19 地理司関係の組織規程案および組織規程類の分析を，より広く近代日本官僚制の形成という文脈の中でおさえ
るならば，それは各省各司で組織規程整備が活発に行われた明治 3年 7月からの約一年間における，官僚制の
形成の具体相をみる（官省内部の官僚制の形成のありようを明らかにする）作業ということになろう。尚，ここ
でいう官省内部の官僚制の形成のありようとは，省－司関係の明確化による一体的な省の形成ということである。
※ 20 省にせよ司にせよひとつの行政機関の組織規程としては，「職制」，「職員令」，「分課」，「処務条例」で一揃い
である（ただし具体的な名称には異なりがある）。「職制」は省／司の掌管事務や権限，事務処理手続きの基本
などを定めたものある。「職員令」は省／司の職員の編制，およびそれぞれの職の定員・職掌などを規定した
ものである。「分課」は省／司の内部における事務分担を定めたものである。また「処務条例」は省／司にお
ける事務処理手続きの詳細を定める。これら 4点により省／司における指揮命令系統が明確に定められ，省／
司が官僚制組織としての構えを有することになる。
※ 21 土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，349―351頁（『杉浦譲全集 第三巻』のテクストに付されている読
み仮名や注は省略した。読点は『杉浦譲全集 第三巻』のテクストによる。これらは「杉浦扣本」からの引用
につき，以下も同様の扱いである）。
※ 22 「杉浦扣本」中地理司の組織規程 4点の前には次のような文面の下箋が貼られている。「民部省中地理司現務ニ
ヨリ取調候職制ニテ，辛未七月前ニ草案いたし，七月ニ至而民部省被廃候為，前寮司職制章程トハ体裁相違い
たし，且事務上も廃藩前之義ニ付不用之廉々多く有之，全く御見合迄ニ呈覧候也（杉浦譲）」（同上，349頁。
下線はその部分が小さい活字であることを示す）。これは地理司の組織規程 4点の性格を示す内容の注意書き
である。すなわち「民部省中地理司現務ニヨリ取調候職制ニテ，辛未七月前ニ草案いたし」の部分は文書作成
の事情を示す。これらの文書は杉
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浦
﹅
譲
﹅
が
﹅
地理（権）正の職にあったことから自
﹅
ら
﹅
起
﹅
草
﹅
し
﹅
た
﹅
ものであること，ま
た起草時期は明治 4年 7月より前であることが書かれている。次に「七月ニ至而民部省被廃候為，前寮司職制
章程トハ体裁相違いたし，且事務上も廃藩前之義ニ付不用之廉々多く有之，全く御見合迄ニ呈覧候也」の部分
はこれらの文書の呈覧に際して取扱上の注意を述べたものである。すなわち地理司の組織規程 4点は 7月 27
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日の民部省の廃止（これにともない地理司も廃止）前の組織に関するものであるから，明治 4年 7月に行なわ
れた政府組織の改編後においては当然のことながら職制の構成や内容に相違が発生していること，またこれら
諸文書は廃藩置県以前の制度を前提に書かれているために廃藩が成った現状では不用となった箇条が数多くあ
ること，これらが指摘されている。そしてそのことを踏まえてこれら地理司の組織規程 4点は，あくまでも新
たに政府組織の職制を検討する際の比較対象物として呈覧するものであるにすぎないこと（呈覧の趣旨）が述
べられている。呈上先は明記されていないが，制度取調専務（あるいは制度局）であろう。尚，民部省の廃止
については，後掲の「民部省ヲ廃ス」（明治 4辛未年 7月 27日，太政官第 375）の項を見よ。
※ 23 明治 3年 10月，杉浦譲は地理司において権正の職にあった（ただし兼任である。杉浦の本官は駅逓権正であっ
た）。このとき地理正は不在であったから杉浦が地理司の長の地位にあったことになる（参照，『職員録（明治
3年 9月［20日］改）』および『職員録（明治 3年 11月改）』。尚，『職員録』各版については，いずれも，国
立公文書館デジタルアーカイブを利用した）。本「地理司職制」は，制度取調御用掛杉浦譲が地理司の長官も
兼ねる立場で作成したものであったわけである。また注解の本文でも述べたように，地理司においては明治 3
年 10月（日闕）に，「地理司職員令」と「地理司事務章程」が定められた。あらためて言うまでもないが，こ
れらふたつの組織規程の制定時の地理司の長も，杉浦である。
※ 24 「駅逓司事務」第 1章は，次のとおり。「駅逓司ハ民部省ノ所轄ニシテ駅路逓伝ノ事務ヲ掌管ス，但其事務ヲ専
断処分スルハ都テ本省ノ決裁ニ従フヲ則トス」。「駅逓司事務」は駅逓司の組織規程案で，「杉浦扣本」のなか
に収録されている。すでに述べたように杉浦譲は，明治 3年 6月に駅逓権正，同年 7月に地理権正（兼務）に
就任して以降，明治 4年 7月までの一年間，民部省内で地理司と駅逓司の長を兼務していた。
　ところで「駅逓司事務」には日付の記載がなく，これがいつ作成されたものなのか，確定的なことはわから
ない。しかし，「駅逓司事務」に附載されている司内の分課（担当）一覧表に見られる官員の氏名（『杉浦譲全
集 第三巻』，358―360頁）と，明治 3年秋から同 4年春にかけての三つの職員録（『職員録（明治 3年 9月［20日］
改）』，『職員録（明治 3年 11月改）』，『職員録（明治 4年 2月［1日］改）』）との対照作業からおおよその作
成時期を推定できる。それによれば「駅逓司事務」の作成時期は明治 3年の年末から明治 4年の年初にかけて
の時期である。その理由を具体的に示すと次のようである。まず「杉浦扣本」中「駅逓司事務」の分課一覧（そ
こに記された少令史以上の職位の者）と三つの職員録との対照を行なってみる。分課一覧には氏名があるが職
員録には該当する氏名が見当らない者の数，および職員録には氏名が記載されているが分課一覧には見当らな
い者の数，要するに分課一覧と職員録名簿とのず
﹅
れ
﹅
を数えると，『職員録（明治 3年 9月［20日］改）』で 10，
『職員録（明治 3年 11月改）』で 5，『職員録（明治 4年 2月［1日］改）』で 6である。ここから『職員録（明
治 3年 11月改）』と『職員録（明治 4年 2月［1日］改）』に注目し，それらを精査する。すると『職員録（明
治 3年 11月改）』には分課一覧掲載の望月（武俊）大令史と河野（通義）少令史の氏名がなく（両名とも『職
員録（明治 4年 2月［1日］改）』にはある），分課一覧では少佑と記されている富永發叔が権少佑となってい
る（富永は『職員録（明治 4年 2月［1日］改）』では少佑）ことがわかる。ここから分課一覧（「駅逓司事務」）
の作成は明治 3年 11月の職員録改訂よりあとであると知られる。また『職員録（明治 4年 2月［1日］改）』
では分課一覧に少佑として記載されている根立亮采が権大佑，権少佑と記載されている真中忠直が少佑となっ
ている（昇進）（両名とも『職員録（明治 3年 11月改）』では分課一覧の記載通りの職位である）。それゆえ分
課一覧（「駅逓司事務」）の作成は『職員録（明治 4年 2月［1日］改）』よりも前であると考えるのが至当で
ある。新式郵便の業務の取り扱いが開始されるのは明治 4年 3月 1日である（東京・京都・大阪間）から，「駅
逓司事務」は新式郵便の創業準備のなかで（創業に向けて）作成されたものと解釈される。
※ 25 土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，293―304頁。『杉浦譲全集 第三巻』に収められた「民部省職制」
（明治 4年 7月）は，民部省の職制案ふたつ（6局 4司案，6局 3司案）と「庶務司職制」，「社寺司職制」の計
4点からなる資料である（「杉浦扣本」とは別資料）。収録されている職制案 4点にはいずれも明治 4年 7月の
日付がある。杉浦譲全集の編集に当たった土屋喬雄は，本資料の解説のなかで，これらの職制案はすべて民部
省用の八行罫紙に書かれており，杉浦譲の起草になるものであると述べている（同上，16頁）。「庶務司職制」
は 298―299頁に，「社寺司職制」は 299―300頁に掲載されている。ところで，この時期，民部省内に社寺司な
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る司はなく，宗教行政に関しては，寺院行政を担当する寺院寮があるだけであった。明治 4年 7月の日付をも
つ「社寺司職制」を杉浦譲が起草していたということは，杉浦が廃藩置県前後の官制改革論議のなかで寺院寮
の廃止とそれに替わる社寺司の設立を構想していたということである。
※ 26 ここで「庶務司職制」と「社寺司職制」の箇条表記について説明しておきたい。「庶務司職制」も「社寺司職
制」も本体部分は箇条に番号を付けずに条項を列挙していくという体裁をとっている。「庶務司職制」および
「社寺司職制」に対応する内容を含む「地理司職制」（本件）や「駅逓司事務」では箇条の表記が章
﹅
で行なわれ
ているので，この点を考慮に入れれば「庶務司職制」も「社寺司職制」についても章
﹅
の表記を用いるべきとこ
ろである。けれども「庶務司職制」も「社寺司職制」の末尾には 4項目だけ章
﹅
の表記を明示した箇条があるこ
とにより，章
﹅
の表記を用いた場合にはこれらとの混同が避けられない。そこで「庶務司職制」と「社寺司職制」
の本体部分については条
﹅
の表記を用いることとした。「庶務司職制」第 3条とは「庶務司職制」における 3番
目の箇条という意味である。尚，「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年 2月 22日，太政官第 88）の項（71―6）の
※ 90で，「杉浦扣本」に集められている諸規程案における箇条の表記について整理が試みられている。参考の
ためにこちらも見られたい。また，「庶務司職制」と「社寺司職制」の丸囲み番号は「庶務司職制」と「社寺
司職制」の条文に筆者が付けた整理番号である。整理番号と箇条の対照については，後掲の「民部省ヲ廃ス」（明
治 4辛未年 7月 27日，太政官第 375）の項を参照されたい。そこに整理番号付きの条文が載せられている。
※ 27 この点は「駅逓司事務」（「杉浦扣本」中⑱）第 1章も同じである（土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，
357頁，参照）。
※ 28 司中各掛の職掌規定の部分（「地理司職制」では第 2，3，4章がこれに当たる）は「庶務司職制」や「社寺司職制」
には無いものである。また司（地理司）それ自体の職務に関する規定（第 5，6，7，8，9，10，11章）も，「地
理司職制」においては，「庶務司職制」および「社寺司職制」に比して格段に精細かつ具体的である。「地理司
職制」の規定はひとつひとつ詳しくまた具体性に富む。これに対し約 9か月後に作成された「庶務司職制」お
よび「社寺司職制」には，規程の定型化の傾向がはっきりとみてとれる（この規程の定型化傾向を示す例とし
て，本項の注で取り上げている限りでも，司の事務の執行処分手続きに関する「庶務司職制」第 3条（③）と
「社寺司職制」第 2条（②）が同文であること，司中文書記録の編集管理に関する「庶務司職制」第 21条（㉑）
と「社寺司職制」第 16条（⑯）も同文であることが挙げられる。この論点については，後掲の「民部省ヲ廃ス」，
明治 4辛未年 7月 27日，太政官第 375の項で詳しく取り上げる）。
※ 29 厳密には第 15章はここから除かれる。
※ 30 明治 4年 7月の日付を有する「庶務司職制」と「社寺司職制」にも，司側と民部本省側との間で事案の処理
に関し意見の対立が発生した場合の規定があるが（「庶務司職制」第 7条（⑦），「社寺司職制」第 6条（⑥）），
内容は異なる。「地理司職制」（明治 3年 10月）の場合には地理正権正が対立する意見の裁決を太政官に求め
ることができるとされているが，「庶務司職制」第 7条（⑦）および「社寺司職制」第 6条（⑥）では正権正
側は卿輔に対して事案に関する「審弁明訳」権をもつ（「審弁明訳」をすることができる）にすぎない（「主掌
ノ事務卿輔ト意見相反スル事アラハ其説ヲ審弁明訳スルヲ得ヘシ」。「庶務司職制」第 7条（⑦），「社寺司職制」
第 6条（⑥）とも同文）。「地理司職制」に比べて 9か月後の「庶務司職制」および「社寺司職制」では，省の
なかでの上級の権威がより強く確立される方向で規定が書かれているように見える。
※ 31 第 16章の前半（「凡事務ノ成規アルハ其例ニ照準シ」）には，「庶務司職制」第 3条（③）と「社寺司職制」第
2条（②）の前半部分（「司中事務章程ニ拠テ之ヲ処置シ」）が対応する。ただし「庶務司職制」と「社寺司職制」
には，規則未定立の場合の規則制定を促す「地理司職制」第 16章の後半部分に対応する規定はない。
※ 32 「庶務司職制」と「社寺司職制」には，大令史と少令史の職掌規定の中に本章の後半部分に対応する規定が見
られる。司中文書記録の編集管理に関する「庶務司職制」第 21条（㉑）と「社寺司職制」第 16条（⑯）（こ
れらふたつは同文。「法按文書記録編輯等ヲ主リ或ハ後覧ニ供シ，又ハ他方往復申牒ノ類ヲ区分品別シ，浄写
編綴スルヲ掌ル」）がそれである。
※ 33 「庶務司職制」と「社寺司職制」には規程の改正手続きを定める条項はない。
※ 34 この点※ 30も参照せよ。規程整備を通じて上級機関の権威をより強く確立するという方向性は，太政官と省（民
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部省）の関係においてだけでなく，省の内部（民部本省と地理司）でも見られた。
※ 35 土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，351―352頁。「地理司職員令」（「杉浦扣本」）においても，本体部
分については，「庶務司職制」「社寺司職制」と同様に条
﹅
の表記を用いる。また，丸囲みの番号は筆者が付した
整理番号である。
※ 36 これは「職員令」（明治 2年 7月 8日）どおりである。「職員令」については「職員令並官位相当表」（明治 2
己巳年 7月 8日，第 622）の項（69―21b）を参照せよ（井上洋『明治前期の災害対策法令 第一巻』，367―380頁）。
※ 37 「地理司職員令」（「杉浦扣本」）における大佑権大佑の職掌（職責）規定は，内容的に，「庶務司職制」および
「社寺司職制」にほぼそのままのかたちで引き継がれている。「地理司職員令」（「杉浦扣本」）第 5条（⑤）に
は「庶務司職制」の第 12条（⑫）と「社寺司職制」の第 7条（⑦）が，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）第 6
条（⑥）には「庶務司職制」の第 13条（⑬）と「社寺司職制」の第 8条（⑧）が，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）
第 7条（⑦）には「庶務司職制」の第 14条（⑭）と「社寺司職制」の第 9条（⑨）が，「地理司職員令」（「杉
浦扣本」）第 8条（⑧）には「庶務司職制」第 15条（⑮）第 16条（⑯）と「社寺司職制」の第 10条（⑩）第
11条（⑪）が，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）第 9条（⑨）には「庶務司職制」の第 18条（⑱）と「社寺司
職制」の第 13条（⑬）がそれぞれ対応する。「庶務司職制」および「社寺司職制」における大佑権大佑の職掌
規定には「地理司職員令」（「杉浦扣本」）にはないもの（たとえば司中事務の功課の検査）が加えられている
けれども，司を官僚制組織として見た場合，大佑権大佑を司中実務の中心として位置づけるという構造は，明
治 3年 10月には明らかなものとなっていた。
※ 38 少佑権少佑の職掌（職責）規定も「庶務司職制」および「社寺司職制」に引き継がれている。「庶務司職制」
第 19条（⑲）と「社寺司職制」の第 14条（⑭）は「地理司職員令」（「杉浦扣本」）第 10条（⑩）と同一であ
るし，「庶務司職制」の第 20条（⑳）と「社寺司職制」の第 15条（⑮）（これらは同文である）は，「地理司
職員令」（「杉浦扣本」）の第 11条（⑪）に対応する。ただし後者については幾分かの違いがある。すなわち「庶
務司職制」第 20条（⑳）と「社寺司職制」第 15条（⑮）は「分課中大佑，権大佑ナキ時ハ其事務ヲ主当シ，
其事ヲ挙ルノ責ニ任ス」と規定し，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）第 11条（⑪）よりも，少佑権少佑に対す
る分課事務主当の指定の度合いが強い言い回しになっているのである。
※39 大令史少令史の職掌（職責）規定もまた，「庶務司職制」および「社寺司職制」に引き継がれている。「地理司職員令」
（「杉浦扣本」）の第 12条（⑫）には「庶務司職制」第 21条（㉑）と「社寺司職制」第 16条（⑯）（これらふ
たつは実質的には同文）が対応し，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）の第 13条（⑬）と「庶務司職制」第 22条（㉒）
および「社寺司職制」第 17条（⑰）とは同一である。「庶務司職制」および「社寺司職制」には，大令史少令
史の職掌としてほかに，地方への派出が掲げられている。
※40 「庶務司職制」および「社寺司職制」の末尾に置かれた服務心得 4章は，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）の第 1章（⑮）
から第 4章（⑱）までと二点を除いて同一である。違いの一点目は，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）の第 2章（⑯）
に対応する「庶務司職制」第 2章（㉗）には，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）にない機密の漏洩の禁止につい
ての規定が盛り込まれていることである（一方，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）第 2章（⑯）と「社寺司職制」
第 2章（㉑）とは同文）。二点目は規程の確定手続きに関する部分で，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）の「本
省ノ決裁ニヨリ確定スル」という規定に対し，「庶務司職制」および「社寺司職制」では「上裁ヲ経テ決定スル」
となっている（この規程の確定手続きの相違という論点についてはすでに「地理司職制」のところでふれた）。
※ 41 大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，284―285頁。
※ 42 租税司職員・地理司職員令（杉浦扣本）・地理司職員令対照表は，杉浦譲が起草したことの明らかな「地理司
職員令」（「杉浦扣本」）を真ん中に置いて，それと「租税司職員」，「地理司職員令」との異同を示したものである。
それぞれの規程において箇条の頭に付けられている丸囲みの番号は，筆者による整理番号である。ところで，「租
税司職員」については，すでにそれの紹介と分析を行なっている。「民部大蔵両省管轄ノ寮司諸掛及事務条件
ヲ区別ス」（明治 3庚午年 8月 9日，第 520）の項（70―23）を参照せよ（井上洋『明治前期の災害対策法令 第
一巻』，789―790頁）。
※ 43 土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，352―353頁。「杉浦扣本」中のこの「地理司分課」には，実名入
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りの事務分担が書かれているけれども，これがこの時点の地理司で実際に行なわれていた分課の状況をそのま
ま写し取ったものなのか，それとも分課はこのようにすべきという杉浦の提案なのか，この点について何も記
すところがないため，そのどちらであるかわからない。
※ 44 「地理司職制」中に規定されている掛は測量掛，戸籍掛，図籍掛の三つである。「地理司分課」の中にある国高
調掛以下の諸掛についてその名を出した箇条は「地理司職制」中にはない。
※ 45 「地理司分課」中に測量掛の記載はないが，図籍掛村鑑地図担当の光安権大佑（光安守道）が「測量兼勤」となっ
ている。
※ 46 ところで，「地理司職制」の第 20章には，測量掛にかかわって「測量掛処務ノ章程学科ノ規則ハ別ニ立ル所ニ
シテ此ニ記載セス」という規定が置かれている。ここから，杉浦譲起草の地理司組織規程案においては，測量
掛は他の諸掛と区別され規程上特別の扱いを受けていることがわかる。「地理司分課」の一覧表に測量掛の名
が出てこないことと測量掛の規程上の “特別扱い ”とは何か関係があるのかもしれない。
※ 47 「物産所持物」については，杉浦譲起草の「地理司職制」第 4章に「各地方ノ物産人民所持ノ田畑山林其他所
有物ヲ精案シテ都テ之ヲ表出［スル］」との規定がある。また明治 3年 10月制定の「地理司事務章程」（後掲）
第 4章にも，「各地方ノ物産人民所有ノ田畑山林其他所有品ヲ精案シテ之ヲ表出シ国ノ均力ヲ算勘スル」と規
定されている。
　「生死嫁娶」と「脱籍復籍棄児」については，「地理司職制」第 4章に「生死嫁娶脱籍復籍棄児ノ申牒ヲ受テ
例ニ准シ其処分ヲ考案シ決裁ノ上之ヲ簿冊ニ記［ス］」との規定がある。また「地理司事務章程」第 4章にも
同様の規定がある。
　同様に「帰農印章」についても，「地理司職制」第 4章と「地理司事務章程」第 4章に「帰農ノ印章ヲ与ヘ［ル］」
とその職務内容が記されている。
※ 48 図籍掛の職掌については上掲の「地理司職制」第 3章，および「地理司事務章程」第 3章（後掲）を見よ（内
容は両者同一である）。尚，各港外国人居留地事務については「地理司職制」第 8章，および「地理司事務章程」
第 8章を（内容は両者同一），樺太・小笠原島其他島々調事務については「地理司職制」第 22章をそれぞれ参
照せよ。
※ 49 地理司は明治 3年 7月 22日，「地理庶務両司ヲ民部省ニ置ク」（明治 3庚午年 7月 22日，第 479）により再置
されたが，再置前の職員録（『職員録（明治 3年 6月［15日］改）』）と再置直後の職員録（『職員録（明治 3
年 9月［20日］改）』）とを比べて，地理司の職員（権正杉浦譲を除く大佑以下の 57名）がどこから異動して
きたのかを見てみると次のようになる。
再置時の地理司職員の異動元
職　位
『職員録（明治 3
年 9月改）』記載
の人数
民部省租税司から 民部省通商司から 不詳
大佑 2 2
権大佑 5 3 2
少佑 14 14
権少佑 8 5 3
大令史 12 9 1 2
少令史 16 12 4
計 57 45 1 11
　これを見ると，再置された地理司の職員の約 8割（78.9％）は民部省租税司から移ってきた者たちであった
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ことがわかる。つまり再置時の地理司は，職員の面から見れば租税司を分けてつくったような司であったので
ある。明治 3年 7月の民蔵分離後，撫恤と救済の地方政策を進めるために，民部省側から大蔵省に対して租税
司の移管を求める論が唱えられたが，この論には実務組織上の裏づけがあったといえる。杉浦起草の地理司の
職制および分課のなかに（また実際に制定された「地理司事務章程」中にも）租税にかかわる事務と掛が重要
なものとして規定されていたこと，また職員の面から見ても租税司との親近性があったことが記憶に留められ
るべきである。尚，民蔵分離後民部省側から唱えられた租税司移管論については，「民部大蔵両省管轄ノ寮司
諸掛及事務条件ヲ区別ス」（明治 3庚午年 8月 9日，第 520）の項（70―23）を参照せよ（井上洋『明治前期の
災害対策法令 第一巻』，782―784頁）。
　ところで，地理司と租税司の関係を，地理司設置（明治 2年 7月）後の民蔵合併の時点まで遡って見てみる
と，設置されたばかり地理司が民蔵合併にともないまるごと租税司に吸収されたことが知られる。『職員録（明
治 2年 9月［4日］改）』を見ると，設置されたばかりの地理司は大佑 3名，権大佑 7名の 10名から構成され
ていた（正権正なし）（『職員録（明治 2年 9月［4日］改）』）。ところがひと月後の明治 2年 10月改の職員録
では，地理司の項目がなくなり，前月の職員録で地理司の欄に氏名が掲載されていた 10名中 9名が租税司の
職員として出ているのである（『職員録（明治 2年 10月［13日］改）』）。地理司は明治 2年 7月に設置された
あと，民蔵合併にともない一旦租税司に吸収され，1年後再置に当たり，上に指摘したように租税司から人員
を引きはがしてつくられたのである。その職務という点でも，それを担った人員という点でも，地理司と租税
司は近いところにあったのである。
※ 50 五ヶ年／六ヶ年平均調掛の職掌については上掲の「地理司職制」第 6章，および「地理司事務章程」（後掲）
第 6章を見よ（内容は両者同一である）。
※ 51 御林帳事務については「地理司事務章程」（後掲）第 7章が，「官林樹木ノ簿記ヲ詳ニシ凡土木ノ事アッテ照会
アルトキハ其工作ニ応シ其用度ヲ検査シテ之ニ支給シ其数ヲ記スヘシ」と定めている（「地理司職制」第 7章
にも同趣旨の規程あり）。
※ 52 地理司分課編成表は，「地理司分課」掲載の官員 44名を，掛と職位を基準に分類，配列したものである。各
職位の人数の合計欄の括弧内の数字は，「地理司分課」がもっともよく適合する『職員録（明治 3年 11月改）』
に掲載されている各職位の人数である。
※ 53 このように分析してくると，『職員録（明治 3年 11月改）』にその名が掲載されているのに「地理司分課」に
はその名がないもうひとりの大佑（村上知彰）が，「地理司分課」からははずれている測量掛を担当した，と
推測しても問題は無いように思われる。
※ 54 『職員録（明治 4年 2月［1日］改）』。
※ 55 『職員録 上（明治 4年 4月［10日］改）』。
（この項，次号に続く。）
